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要約

　IoT（Internet of Things）、ビックデータ、クラウドコンピューティング、

モバイルテクノロジーなどの先進テクノロジーの普及によって、デジタル・

トランスフォーメーション（DX）は優先順位の高い経営課題となっている。

一方で、DXを推進し、企業の競争力に繋がるデジタル・テクノロジーがど

のようなものかについて、その役割を明確に理解する必要がある。正しくデ

ジタル・テクノロジーを活用することは、コスト削減やサプライチェーンの

最適化だけではなく、他社との差別化、あるいは顧客体験を向上させ新たな

価値を創造する可能性を含んだものである。本稿は、DX研究を進めていく

上で、テクノロジーの現状を確認し、DXが企業の競争にどのように貢献す

るのかについて考察するために、複数のDXに関する研究を概説し、今後の

研究への示唆をまとめる。
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１．はじめに

　今日、テクノロジーは企業の経営に最も影響を与える外部要因のひとつで

ある。Big4による2022年から2023年に公表されているCEOを対象とした

多くの調査からも、CEOにとって、テクノロジーが優先順位の高い経営課

題であることが窺える。

　CEOが、将来のためにどれだけの時間とお金を投資しているかというPwC

の調査の結果、「テクノロジーへの投資は最優先事項であり、約４分の３の

企業が自動化、従業員のスキルアップ、AIなどの先端技術の導入に注力し

ている」ことが示されている（PwC, 2023, p.16）。

　EYの2022年の「CEO Outlook調査」では、CEOは最も注目し資源を投入

している戦略上の課題として、DX1）を挙げている。既存事業への投資により、

成長と価値創造を加速させるためには、テクノロジーとオートメーションを

通じたスケーラビリティの向上、デジタル・プラットフォームを通じた顧客

とのインタラクションの増大、新製品・新サービスの開発のためのデータの

効果的な活用を行っていく必要があることが指摘されている。既存事業への

投資とデジタルへの投資は、長期的な視野で企業が成長していくためには欠

かせないものであり、CEOにとって「コストの管理、プロジェクトや設備投

資の見直し、運転資本の最適化などに注意を払うことは、デジタルトランス

フォーメーションとテクノロジートランスフォーメーションのための資金調

達を可能にし、収益の拡大と事業の優位性の両方を実現するための重要な手

段となる」（EY, 2023, p.8）。グローバル企業のCEOの資源配分は、「将来の

ためのビジネスの改革」と「現在のビジネスの維持に集中する」が、おおよ

そ60：40の比率になっており（PwC, 2023, p.16）、両利きの経営を実践す

ることが意識されている。

　KPMGの調査では、回答者のほぼ全員がDXによって過去２年間の自社の

収益性と業績が向上したと述べている。しかし、そのうちの42％の回答は

収益性または業績の成長率は1〜5%にとどまっており、DXは多くの経営者
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にとって重要な課題である認識されているが、DXが収益性にどのような効

果を及ぼすかについては、慎重に検討をしていく必要があるだろう。

　日本でもIT予算は増額傾向にあり、ITRの調査によると2022年度のIT予

算を増額した企業は調査開始以来最高値の41％を記録した。日本情報シス

テム・ユーザー協会による調査2）でも2023年度に46.1％の企業がIT予算を

増やす見込みであり、DI値3）でも37.7ポイントで、過去10年の調査で最高

値となり、IT投資は企業にとって重要な経営課題となっていることがわかる。

　DXについても、日本企業でDXに取り組んでいる企業の割合は2022年度

には69.3％と米国の77.9％に近づいている。しかし、全社戦略に基づいて取

り組んでいる企業の割合、従業員規模「1,000人以下」の企業でのDXの取組

状況、そしてDXの取り組み成果には、差があり（情報処理推進機構, 2023, 

p.9–11）、DX推進については、いまだ多くの課題が存在している。日本企

業のDXの取組内容と成果について、既存事業の付加価値向上や業務プロセ

スの効率化に重点があり、新製品・サービスの創出や新たな価値創造につい

ては米国企業に遅れをとっている。特に中小企業においては、例えば、DX

を既に推進・検討していると回答した企業の具体的な取組・検討内容として、

ホームページの作成、営業活動・会議のオンライン化といった内容が上位に

上がるように、DXに対する理解が十分に浸透しているとはいえない状況に

ある。

　先進テクノロジー（Emerging Technologies）の領域は日進月歩で技術革

新が起きている。企業や社会がDXを推進していくためには、先進テクノロ

ジーの状況を理解し、どのようなテクノロジーがDXを促進し価値をもたら

すかについて、常に注視していく必要がある。

　本稿では、今後、DXに関連する研究をどのように進めていくかを検討す

ることを目的にしている。そのために、まずDXにとって重要と思われる現

時点のテクノロジーがどのようなものであるかについてレビューをおこなう。

そして、DXが企業の競争にどのように貢献するのかについて考察するため

に、DXに関する理論的基盤について概説し、今後の研究への示唆をまと
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める。

２．DX成功に関わるテクノロジー

　先進テクノロジーに対する投資を判断するために多くの実務家に利用さ

れているのが、ガートナーの発表しているハイプ・サイクルである。ハイ

プ・サイクルは、先進テクノロジー（Emerging Technologies）を始め、テ

クノロジーとアプリケーションの成熟度や採用状況を視覚的に理解するた

めのモデルとして、実務家だけではなく研究者の間でも注目が集まっている

（Dedehayir & Steinert, 2016）。ハイプ・サイクルは、先進テクノロジーが

市場の過度な期待から幻滅を経て、最終的にそのテクノロジーが採用される

までの典型的な経過を特徴づけている（Linden & Fenn, 2003）。ハイプ・サ

イクルで示されるように、多くのテクノロジーは登場直後に過度の期待を集

める傾向がある。そのため、毎年のようにICT業界では先進テクノロジーが、

バズワード（Buzzword）ではないかとの懸念の声があがる。

　DXの重要性やDXがもたらす成長可能性については、広く認識されてい

るものの、厳密にどのようなテクノロジーが基盤技術であるかについての研

究は十分ではない。デジタル・テクノロジーに関する初期の研究は、情報を

標準化し、組織が知識を符号化・保存・形式化・配信するための情報通信技

術に焦点を当てる傾向にあった（Si, Hall, Suddaby, Ahlstrom,  & Wei, 2023）。

近年、デジタル・テクノロジーは、デジタル・アーティファクト、デジタ

ル・プラットフォーム、デジタル・インフラストラクチャという３つから構

成されていると理解されており（Nambisan, 2017）、単一技術ではなく、テ

クノロジーの複合的な活用が重要となってきた。

　IoT、ビックデータ、クラウドコンピューティング、モバイルテクノロジー

などの先進テクノロジーは、処理能力、ストレージ容量、情報配信の面で、

これまでのテクノロジーよりも遥かに強力になっている（Nadkarni & Prügl, 

2021）。これらのテクノロジーは、SMACIT4）と呼ばれ、人工知能、ブロッ
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クチェーン、ロボティクス、VRなど、非常に強力にもかかわらず、容易に

アクセスできる多くの関連するテクノロジー全体を指す（Sebastian et. al., 

2017）。SMACITは、以前から実務の世界で重要視されてきた。インダスト

リー4.0においても、IoT、クラウド・コンピューティング、AIと機械学習、

エッジコンピューティング、サイバーセキュリティー、デジタルツインと

いった技術が推進すると言われている 5）。また、ガートナーも2012年に、

ソーシャル、モバイル、クラウド、インフォメーションの結合が、今後のテ

クノロジープラットフォームになると述べている（Howard et al., 2012）。例

えば、クラウドコンピューティングは、コンピューティング、ストレージ、

帯域幅、ソフトウェアアプリケーションの価格・性能の向上を後押し、IT

リソースの可用性を大幅に向上させることができる（Bharadwaj, El Sawy, 

Pavlou, & Venkatraman, 2013; Kumar & Goudar, 2012）だけではなく、様々

なテクノロジーを結合させる接着剤の役割を果たすものであるため、デジタ

ル・テクノロジーにおける代表的な基盤技術であると考えられる。

　一方で、産業別に個々のテクノロジーの役割には違いがある。テクノロ

ジーの中には、生存と競争力の最低条件となるような主流のものがある一方

で、その領域でリーダーとなることを可能にするものもあり、テクノロジー

の組み合わせ6）は、企業が置かれた業界や業界内での役割に依存する（Pihir, 

Tomičić-Pupek, & Tomičić Furjan, 2019）。

　例えば、DXは、製造業においては、生産性の向上、品質の向上、製造プ

ロセスにおけるデータ分析を通じたコスト削減、製品のカスタマイズ性の向

上、生産現場の安全性の向上といった多くの価値をもたらす（Albukhitan, 

2020）。特にIoTは、製造業では必要不可欠な技術となっているが、製造ラ

インをリアルタイムに制御するだけではなく、製造工程のほとんどを監視し

て問題を推定するためには、エッジコンピューティングのような新たなソ

リューションが必要となる7）（Kubiak, Dec, & Stadnicka, 2022）。

　他にも、デロイトの調査によれば、91％のCEOが、今後6 〜12 ヶ月間に

AIに対する投資をおこなう予定であると回答しており、半数以上が、AIが
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差別化に貢献し、市場での競争力を高めるに役立つと考えている一方で、AI

が差別化や市場での競争力向上に貢献しないという回答もある（Deloitte, 

2022）。

　このように今日のビジネスの世界において、正しくデジタル・テクノロ

ジーを活用することは、コスト削減やサプライチェーンの最適化だけではな

く、他社との差別化、あるいは顧客体験を向上させ新たな価値を創造する可

能性をも含んだ事柄である。

 

差別化 機会 必須 新規性

航空宇宙・防衛 クラウド AI, 3Dプリンター, ロ
ボット アナリティクス， IoT モバイル

自動車 モバイル， AI, 自動 
運転

クラウド， IoT, アナ
リティクス ロボット

銀行・金融 クラウド, アナリティ
クス AI Mobile IoT, RPA, ブロック

チェーン

化学 モバイル， AI, アナリ
ティクス クラウド， IoT RPA, ロボット

消貨財 IoT アナリティクス, RPA クラウド AI, ロボット, モバ 
イル

エレクトロニクス IoT RPA, モバイル クラウド AI, アナリティクス，
ロボット

エネルギー・環境・
ユーティリティ IoT, クラウド モバイル, アナリティ

クス, 自動運転 AI, RPA

ヘルスケア クラウド AI, RPA, アナリティ
クス IoT モバイル, ウェアラ 

ブル

産業用製品 モバイル AI, 3Dプリンター IoT, クラウド アナリティクス, ロ
ボット

保険 モバイル RPA, モバイル クラウド AI, アナリティクス
IoT, ブロックチェーン

ライフサイエンス クラウド AI, IoT, ウェアラブル アナリティクス, モバ
イル， 3Dプリンター

メディア
エンターテイメント

クラウド, アナリティ
クス VR, RPA モバイル， IoT AI

IT ・プロフェッショ
ナルサーピス アナリティクス クラウド， IoT, モバ

イル
AI, RPA, ブロック
チェーン

石油 クラウド， IoT AI, モバイル アナリティクス，
RPA, ロボット

小売 クラウド， IoT, モバ
イル 5G, RPA AI, 3Dプリンター

電気通信事業 アナリティクス, モバ
イル 5G, RPA, AI クラウド， IoT ロボット

交通 クラウド， IoT RPA, AI モバイル, アナリティ
クス, 自動運転

旅行 クラウド, モバイル RPA, VR IoT AI, アナリティクス

表１　各産業におけるテクノロジーの役割

出典：Payraudeau et al. (2020)
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３．DX研究の理論的基盤

　DX研究より前から行われてきた情報システム研究では、実証的研究が支

配的であり、情報技術の導入、創造、使用、誤用にまつわる社会的プロセス

の調査をもとに、情報技術の活用がもたらす影響（情報技術、個人、組織、

および社会の関係性）について論じている。一方で、実証主義への偏重は、

情報システムがもたらす様々な現象を制限してきたと考えられ、このことは、

情報システム研究における理論的な発展や情報システム理解だけではなく、

企業における実践にも影響を与える（Orlikowski & Baroudi, 1991）。

　これまでIT戦略は、機能レベルの戦略であり、企業のビジネス戦略と連

携しつつも本質的には従属するものと考えられてきたが、今日では、より包

括的な戦略として再定義される（Bharadwaj et al., 2013）。DXは、先進テク

ノロジーの利用に基づいて、戦略志向かつ顧客中心の変化を導入するもので

ある（Pihir et al., 2019）。また、デジタルコンバージェンスの時代に、バ

リューチェーンのすべてを支配できる企業はほとんどなくなり、オープンイ

ノベーションがさらに必須となっている（Bogers, Chesbrough, Heaton, & 

Teece, 2019）。このように、DXは、その範囲が広く、影響が広範囲に及ぶ

ため、全社的な特性を考慮し、競争戦略・機能戦略を横断して実行する必要

がある（Matt, Hess, & Benlian, 2015）。そのためDXの既存研究で用いられ

ている理論的基盤には、資源ベース論、ダイナミック・ケイパビリティ、組

織学習、ネットワーク論など、多様性が見られる（Nadkarni & Prügl, 2021）。

　こうした理論的基盤の中から本稿では、ダイナミック・ケイパビリティ論

とテクノロジーがもたらすオープン性、アフォーダンス、生成性という２つ

の視点を取り上げる。

３. １.　ダイナミック・ケイパビリティ

　ダイナミックケイパビリティはDXに取り組む企業の優位性を理解し、説

明するための有用なフレームワークと考えられてきた（Nadkarni & Prügl, 
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2021; Vial, 2019）。ダイナミック・ケイパビリティは、（１）環境変化の中

から機会を感知する感知能力（Sensing）、（２）感知した機会を捉えて価値を

獲得するための補足能力（Seizing）、（３）組織のビジネスモデルや資源を変

革する能力（Transformation）という３つの能力によって構成される（Teece, 

2007）。こうしたダイナミック・ケイパビリティの理論的枠組は、既存企業

の組織変革を検討するためのレンズであり、デジタル・テクノロジーは、ダ

イナミック・ケイパビリティの本質と目的を変えつつあるため、新たに、デ

ジタル感知能力、デジタル補足能力、デジタル変革能力の構築が求められる

（Warner, & Wäger, 2019）。

　また、デジタル・プラットフォームを取り巻くビジネス環境は、常に変化

し続けるため、プラットフォーム・リーダーが意思決定を効果的におこなう

には、特定のダイナミック・ケイパビリティ（イノベーション能力、感知能

力、統合能力）が必要となる（Helfat & Raubitschek, 2018）。

　プラットフォームにも、既存企業型プラットフォーム、ビックテック型プ

ラットフォーム、新興企業型プラットフォームの３つのタイプがあり（Teece, 

Pundziene, Heaton, & Vadi, 2022）、それぞれのプラットフォームで更にダ

イナミック・ケイパビリティが異なる可能性があり、今後、デジタル・プ

ラットフォームやエコシステムの文脈で、ダイナミック・ケイパビリティの

構築についてさらなる検討が求められる。

３. ２.　オープン性、アフォーダンス、生成性

　DXによって、既存企業は、予期せぬ機会や脅威に迅速に対応するために、

より起業家的であることを余儀なくされる（Warner & Wäger, 2019）。デジ

タル・テクノロジーは、企業活動における不確実性の性質や、その不確実性

に対処する方法を変容させた（Nambisan, 2017）。一方、2022年に、DXを

提唱したエリック・ストルターマンは、DXを推進する日本の様々な組織の

現状に合わせて、社会・公共・民間の３つのレベルで、DXの定義を再策定

した8）。今後のDX研究では、よりマクロなレベルのフレームワークが必要
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となる。このような現象を説明するために、Nambisanら（2019）は、オー

プン性、アフォーダンス、生成性（Openness, affordances, generativity）とい

う３つのテーマを軸としたフレームワークの構築の方向性を提示した。

　例えば、競争がデータ主導の製品/サービスへと移行する中、多くの産業

における起業活動は、データやデータインフラへのアクセスを提供するビッ

グテックや既存企業発のプラットフォームを中心としたエコシステムの中で

組織化される（Ozalp, Ozcan, Dinckol, Zachariadis, & Gawer, 2022）。ヘルケ

ア業界において、デジタルヘルストラッカーやモニタリングデバイスの増加

により、消費者は健康管理に利用できる個人の健康データを取得することが

できるようになった。いくつかの企業は、消費者がこうしたデータを共有す

るためのデジタル・プラットフォームを設立し、高度なデータ分析機能、バ

イタルケア、ヘルスコーチングサービスを提供している。このように消費者

の「ビッグデータ」にアクセスすることで、企業はより革新的なサービスを

開発できるが、同時に個人のプライバシーに対するニーズや企業のデータプ

ラットフォームを保護するニーズに反する可能性がある場合、マルチレベル

の研究が必要となる（Nambisan et al. 2019）。

　DXは、経済、社会、組織、個人に影響を与える課題であるため、企業の

競争力に関わる理論のみならず、より学際的な視点から議論可能なフレーム

ワークが必要となると考えられる。オープン性、アフォーダンス、生成性と

いった分析視覚は、上述した社会・公共・民間の３つのレベルのDXがもた

らすメリットだけではなく、異なるレベルにおける利害関係を調整するため

にも有用であり、企業が属するエコシステムやデジタル経済といったより広

範な現象に対する研究の可能性を示唆するものである。

４．おわりに

　DX研究の方向性は徐々に定まりつつあるが、まだまだ広範かつ多様な研

究領域であり、今後はより体系的で精緻なレビューが求められる。本稿の主
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要な目的は、DXが経営者にとって重要な課題であることを認識し、デジタ

ル・テクノロジーの位置づけを確認することにあった。またダイナミック・

ケイパビリティが今後のDX研究にとって非常に重要な理論的基盤になりう

ると考えている。

　今後の研究では、DXを推進するためのダイナミック・ケイパビリティが

どのようなものであるか、そうした能力がどのように発揮されうるかについ

て、具体的な事例をもとに検証していくことを試みたい。また、そうした研

究を進めていくことで、デジタル・プラットフォームやそれらを中心に構成

されるエコシステムについても解明してくことができると信じている。

田中先生へ

　私が、そもそも杏林大学に入職するきっかけとなったのは、2008年5月に

八王子東急スクエアで行われた日本経営学会の関東部会で報告をしたことで

した。その際に、田中先生が「ガバナンス概念は整理・統合できるか─多様

なガバナンス論の検討から」というテーマでソフトローとガバナンスの関連

についてお話をされていたことを覚えています。 

　入職後も研究・教育活動では、親身に相談に乗っていただきました。企業

経営学科を盛り上げるために、いろいろと出したアイデアについて田中先生

に「糟谷さんは面白いことを考えるね。」とおっしゃっていただいたことで、

いつも勇気を頂いていました。そうしたアイデアを一緒に実現できないこと

は、残念でなりません。

　田中先生と一緒に仕事をしてきたことを誇りに、今後も研究・教育に取り

組んでまいります。親身なご指導と、たくさんの温かい思い出をありがとう

ございました。先生のご冥福を、心からお祈り申し上げます。
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─────────────
1）  DXの代表的な定義は以下のとおり。

“The digital transformation can be understood as the changes that the digital technology 
causes or influences in all aspects of human life（DXとは、デジタル・テクノロジー
が、人々の生活のあらゆる側面に引き起こす、あるいは影響を与える変化）”

（Stolterman, & Fors, 2004, p.689）
2）  「「企業IT動向調査2023」の速報値を発表」 日本情報システム・ユーザー協会, 2023

年1月24日（https://juas.or.jp/cms/media/2023/01/it23_1.pdf）, 2023年2月27日
閲覧

3）  「増加する」割合から「減少する」割合を差し引いた値
4）  Social（ソーシャル）、Mobile（モバイル）、Analytics（アナリティクス）、Cloud（ク

ラウド）、IoTの頭文字を取って、「スマック・イット」と発音される。
5）  IBM「インダストリー4.0とは」https://www.ibm.com/jp-ja/topics/industry-4-0
6）  IBMは産業ごとに、テクノロジーの役割を、差別化要因（Differentiating）、機会

（Opportunity）、必須（Essential）、新規性（Emerging）の4つに分類している
（Payraudeau, Marshall, & Dencik,  2020）。（表１参照）。

7）  モニタリングで得られたデータのうち、どのデータを保存するかについて、保存
要件と関連コストを最小化し、帯域幅の利用率を下げるとともに、高速伝送を実
現したり、常時監視のための接続機器の数が大幅に増加したことによって、多く
の電力を必要としないソリューションを実現するためには、エッジコンピューティ
ングや関連技術の開発することがスマートファクトリーの発展に向けて重要とな
る（Kubiak et al., 2022, pp.15-16）。

8）  https://www.dxlab.jp/new-dx（参照：2023/3/10）
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